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記者会見の概要 

 

 

１．日 時  ２０２２年１０月１４日（金）１０時００分～１０時４０分 

 

２．出席者  北海道建設記者会（４社） 

北海道通信社、北海道建設新聞社、日刊建設通信新聞社、日刊建設工業新聞社 

 

３．概 要  𠮷田社長が資料「保証事業から見た２０２２年度上半期公共事業と保証事業重点

推進方針の進捗状況」に基づき説明。 

 

（１）保証事業から見た２０２２年度上半期公共事業 

  ①前払金保証実績の推移 

    ・上半期前払対象請負金額は、前年同期比 6％減。2013 年度上半期から 10 年間比較

で第 6位、2003年度上半期からの 20年間では、第 9位の規模である。 

   ・発注者別では独立行政法人等、地域別では桧山が伸びている。 

  ②保証事故の状況 

   ・上半期に保証事故は発生していない。 

 

（２）２０２２年度第２回建設業景況調査結果 

  ①「地元建設業界の景気」、「受注総額」、「収益」で悪い、減少傾向が強まっている。 

  ②「経営上の問題点」では、ほぼ 80%の企業が「人手不足」を問題点として挙げており、

2016年 9月期から第 1位となっている。最近は、「受注の減少」、「資材価格の上昇」

を問題点に挙げる企業が増えてきている。 

 

（３）２０２２年度保証事業重点推進方針の上半期進捗状況 

  ①前払金保証制度の改善・利用促進 

   ・支払限度額撤廃は、上半期に 2市町で撤廃され、158市町村（道内市町村の 88%）

となった。 

   ・中間前払金保証制度は、上半期に 14町村で制度導入され、101市町村（56%）が導

入済みとなった。 

  

 



2 

 

 ②保証証書の電子化に取り組む 

  ・保証証書の電子化は、本年 5月 9日より国土交通省発注分より運用を開始し、9月末 

までに、前払金保証で 43%、契約保証で 32%の証書が電子化された。 

  ・10月 1日から北海道庁も保証証書の電子化運用を開始している。 

 ③北海道の建設業の働き・魅力を発信 

  ・高校生を対象としたクイズ大会であるコンストラクション甲子園の開催を支援・協力 

している。 

  ・創業 100年を見据えた当社の取組みや担い手確保助成事業の内容をSNSで発信する 

ことを検討中 

 ④「道内建設業担い手確保助成事業」（2019～2023年度までの 5年間で 1億円規模）を 

今年度は 4年目として、30件、約 2,000万円内定している。 

 

４．質疑等 

（問）2022年度上半期前払対象請負金額が前年同期比減少となった要因は。 

（答） 道内の公共工事費が、当初予算は 2021年度と殆ど変わらないものの、2021年度補正が

減となり、16カ月予算で見たときに、合計 5%減となっているのが要因。 

 

（問）保証事故が発生してない要因は。 

（答）ダンピング防止や建設企業が適正な利潤を確保することが重要であることを主旨とした新

担い手 3法などの国の施策が浸透してきているためと思われる。 

 

（問）中間前払金保証制度導入の進捗状況は。 

（答）上半期は、新たに制度導入した 14 町村のうち帯広支店管内が 12 町村であった。胆振管

内、十勝管内は全市町村で導入済みとなった。今年度目標 20市町村に対して残り 6市町

村の導入を目指している。 

       

（問）今後の道内公共事業費の見通しは。 

（答）近年は国土強靭化事業に拠るところが大きい。国土強靭化 5カ年加速化事業 3年目の

2022年度補正予算に注目していきたい。 

 

 

以 上 
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